






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   平成13年に水道法が改正され、水道事業者による第三者への業務委託の制度化
と水道事業の統合等広域化による管理体制の強化が図られた。電気、ガスが民営
を原則とするのに対して水道は公営企業として行われてきたが、どこまで民間の
力を借りるかが、問題となる。ライフラインである水が、民間経営になり、金儲
けのための外国資本に買われるような轍（欧州ではそういう例が生じた。）を踏
んではならない。
　他方、日本の水道は、安全、漏水率が低いなど世界水準の技術がありながら、
設計、施工から管理に至る一貫した経営が行われていないため、そのノウハウを
水の世紀と呼ばれる21世紀に海外へ提供することが遅れている。
６.　若干の考察とまとめ
　昭和26年３月の資源調査会勧告をうけて、水産資源保護法は議員立法で成立し
たが、水道法は、最終的に水源保護、水質汚濁防止規定をいれないことになっ
た。
　水産資源保護法に続いて、水道法に水源保護規定をいれれば、利水目的に応じ
た保護規定の流れが決定的になり、さらに水の汚染を利水目的に応じて縦割りで
対策をたてていくことになる。
  水道法に関する議論の結果、利水目的に応じた法体系ではなく、総体的に公共
用水域の汚濁を考える法律として検討が行われることになり、水質二法として実
を結ぶ。もっとも、水質二法は、事業所管大臣と業種の壁を超えることができず
に（産業の振興推進を考える事業所管大臣が、主務大臣として公害の取締に当た
る。）、この克服に10余年を要し、公害国会によって水質汚濁防止法とした実現
することになる。
　厚生省としても水道水源の汚染問題から離れ、公衆衛生、生活環境保全の観点
から水質汚濁にとらわれず、ばい煙による汚染問題などを総合的一元的にとらえ
ていく方向に政策の重点を移していく。昭和30年の生活環境汚染防止基準法案は
そのはしりであり、やがて昭和42年の公害対策基本法（環境基準や公害防止計
画）に結実していく。
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　これによって、現在の公害環境法の体系がつくられることになるので、水道法
から水源保護問題を切り離した方が結果としてよかったと評価できる。水道法
は、公害対策基本法そして環境基本法の傘下の法律として位置づけられない法
律、いわば水道事業法としての道を歩むことになる。
  2001年の中央省庁再編の際、旧厚生省環境衛生局水道環境部は、廃棄物行政と
水道行政を所管していたが、廃棄物が新環境省へ移管されるのに対して、水道行
政は厚生労働省へ残された。下水道との並び（下水道は建設省から国土交通省
へ）や52年水道法改正以来の経緯や関係団体をよく知る橋本龍太郎内閣総理大臣
の意向といわれるが、21世紀になっても水道法は公害環境法の体系に加わらな
かったことになる。
　しかしながら、水道法は依然として水質汚濁防止行政に密接に関連している。
それは、水質基準と水質環境基準（環境基本法に基づくもの）の関連から水道水
源に使えることが水質汚濁防止行政の重要な目標となるからである。水質環境基
準の設定の際には、健康項目については、水道の水質基準を参考として設定され
ることが多いし、生活環境項目については、水道水源に用いる河川ではＢ類型以
上に水質目標を位置づける。
  平成24年５月利根川水系の浄水場の水道水で、水質基準値を超えてホルムアル
デヒドが検出され、取水停止と大規模な断水を発生させた事件があった。原因
は、ヘキサメチレンテトラミンが消毒用の塩素と反応してホルムアルデヒドが生
成されたもの判明した。消毒副生成物の問題としては、トリハロメタン問題と類
似の面がある。環境省は、事故時の措置の対象物質にヘキサメチレンテトラミン
を追加（事件は産業廃棄物の不適切な処理）し、厚生労働省は、突発的に流出す
ると水道に影響しそうな物質のリストアップに乗り出した。
　近年は水道事業に関係する水質汚染事故が増加傾向にある。我々が安心して水
を飲めるためには、水質汚濁防止部局と水道部局の連携が欠かせないことを改め
て痛感した。
　また、水源涵養機能や温室効果ガス吸収源としての森林の重要性が認識される
中、水源地となる森林が外国資本に買収されている事例などもうけ、国会では、
国民共有の財産である水が、健全に循環し、その恵沢を将来にわたり享受できる
ように、水循環基本法の制定へ向けて動いている。
　水の世紀21世紀において、水道と水源の問題は、目を離せない問題である。
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註１）水道の歴史に関する部分は、次によるところが大きい。
　　東京都水道局（1952）『東京都水道史』、日本水道協会（1967）『日本水道史総論』、
　　日本水道新聞社（1987）『近代水道百年の歩み』
２）秋山忠次「水道法成立の意義」水道協会雑誌282号
３）竹中龍雄「水道条例の改正をめぐる根本問題ー参考」水道協会雑誌246号、前掲『近代水
　　道百年の歩み』81頁表
４）為藤隆弘「水道法案への歩み」水道協会雑誌271号
５）西片武治「水道条例改正について」（1）～（3）水道協会雑誌173～175号
６）細貝元次郎「水道法その後の経過」水道協会雑誌189号
７）26年1月25日資源調査会議長から資源調査会会長あての勧告が出され、3月5日　に資源調
　　　査会会長から経済安定本部総裁吉田茂あての勧告が出されたので、文献により　1月勧告
　　　と3月勧告に分かれている。
８）石橋多聞「水質汚濁防止に就て」水道協会雑誌203号
９）日本下水道協会（1986）『日本下水道史行財政編』210頁
10）中原武夫「水道法への道」水道協会雑誌209号 
11）前掲『日本下水道史行財政編』211、212頁
12）前掲『日本下水道史行財政編』194頁以下
13）為藤隆弘「水道法案への歩み」、「水道法への歩み（2）」水道協会雑誌271～272号
14）坂本弘道（2010）『検証水道行政』（全国簡易水道協議会）99頁以下
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